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2003年の消費税法改正によって、2004年 4月より、事業者が消費者に取引価格表示する

場合に消費税額を含めた価格を表示することを義務づける、いわゆる「総額表示制度」が実

施されました。しかし広範な運動によって、2013 年施行の消費税転嫁対策特別措置法によ

る特例として、2013年 10月 1日より「外税表示」も許容され、現在、多くの出版物が「本

体価格+税」の「外税表示」を採用しています。しかし、同特別措置法の適用期限は 2021年

3 月 31日までとなっており、「総額表示」の義務化が復活しようとしています。 

義務化が復活した場合、出版業界は多大な経費を要することは明らかであり、出版社の 9

割にのぼる中小零細出版社は経営危機を迎えることになりかねません。実際、消費税導入時

には、出版業界は、他の業種とは比較にならぬ多大な経費を要しました。出版社においては、

カバーの巻替えをはじめとする経費が 1社平均 3,623万円（日本書籍出版協会調べ）。全産

業では 5 万円以下 55.9％、1,000 万円超 0.8％、（大蔵省＜現財務省＞調べ）となり、経費

等との兼ね合いから、廃棄または絶版にせざるを得なかった専門書や小部数出版物が多数

に上るという由々しき事態を招きました。 

 出版社は多品種の既刊書在庫を長期間保有しています。新刊書だけでなく既刊書の需要

も高く、総額表示が義務化されれば、これらをすべて修正しなければならず、多額の経費を

負担しなければなりません。 

さらには、取次会社や全国の小売書店においても、負担を余儀なくされます。全国で減少

し続ける小売り書店を、今以上に減少させては出版文化が根底から崩れかねません。 

そもそも「福祉に資する」名目で導入された消費税が、大企業優遇への大幅減税分や不要

な武器の購入に充てられている現実は、すでに多くの国民の知るところです。そのうえ出版

社にとっては、消費税率が 3％→5％→8％→10％と上がる中で、本の内容にかけるべき予算

を、改訂対応にかけなくてはならない無駄が強要されることになります。 

出版社・取次会社・小売り書店で働く労働者で組織する出版労連にも、経費負担による廃

業や解雇などへの不安を訴える声が多数寄せられています。 

出版労連は、憲法が保障する「出版・表現の自由」に則り、出版物の多様性という豊かな

文化を維持し発展させる観点からも、総額表示の義務化に抗議するとともに、外税表示法式

の再延長を求めます。 

以上 


